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振動ローラ加速度応答を利用した道路路床の

現場締固め管理に関する研究

石 黒  健

要   旨

本研究は,道路路床の締固め施工管理の合理化を目的に,筆者らが提案する振動ローラ加速度応答を利

用した地盤剛性評価手法の適用性を検討したものである.道路路床は,所要の支持力を有すること,およ

び施工面内において一定剛性であることが要求されるが,提案手法を用いれば路床の要求品質である地盤

剛性を施工面全域にわたり把握できるとともに,施工中にリアルタイムに地盤剛性を判定しつつ,転圧を

制御することによって所要品質の路床を均―に造り込むことができるため,現行の密度を主体とした離

散・事後的な締固め管理に比べて大幅な施工管理の合理化,また均質かつ高品位な路床構築が達成できる

と考えられる.本論文では,道路盛土材を用いた現場転圧試験を実施して提案手法の妥当性を確認すると

ともに,高速道路路床仕上がり面の連続的な加速度計測から実際路床の剛性の不均一性を明らかにし, リ

アルタイム転圧制御が可能な本手法の有用性を述べている。
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1.は じめに

道路路床は,上部の舗装と一体となって交通荷重を支
える重要な都位であり,所要の支持力を有すること,お
よび舗装の平坦性確保の点から施工面内において一定の

剛性を有することが要求される.路床品質の優劣は道路

機能に直結するため,所要の支持力係数 (CBR)を確保
できる材料の選別,土構造物では最も厳しい締固め度規
定 (Dc≧ 97%)に加え,仕上がり時には満載ダンプトラン

ク荷重による路面のたわみ量検査 (プルーフローリン

グ)も実施されており,一般盛土部に比べより厳密な管
理が行われる.しかしながら,
・密度管理では本質的に変形抵抗性の照査が行えない。

また離散測定である

。プルーフロージングによるたわみ検査は監督員の目視

観察によるため,施正面全域に対する客観的,合理的
な評価が行えない。また,最終仕上がり段階における

検査判定では,不良部の対処に多大な手戻りを生じる

という問題がある。

そこで本研究では,道路路床における施工管理の合理

化を目的に,振動ローラ加速度応答を利用した締固め管
理手法 り (以下,本論文ではローラ加速度応答法と称す
る)の適用を試みる。本手法は,地盤が締固まるにした

がつて振動ローラの加速度応答が変化してくる現象を利

用し,ロ ーラの加速度計測から逆に地盤の締固め度合い

を判定する手法であり,筆者らは既にロック材密度管理
への適用可能性を示した他 動,ロ ーラ加速度応答から地

盤変形係数を定量的に算定する手法を考案している ①.

本手法を用いれば,路床の要求品質である地盤岡J性を施
工面全域にわたり把握できるとともに,施工中にリアル

タイムに地盤剛性を判定しつつ,転圧を制御することに
よつて所要品質の路床を均―に造り込むことができるた

め,路床施工管理の大幅な合理化,お よび均質かつ高品

位な路床構築が達成できると考えられる。以下では,道
路盛土材料を用いた現場転圧試験を実施し,筆者らの提

案する地盤剛性評価手法の路床に対する適用性を確認し

た後,路床仕上がり面の連続的な振動ローラ加速度計測

から実路床の変形抵抗性の不均一性を明らかにし, リア

ルタイム転圧制御が可能な本手法の有用性について述べ

る。

2.ロ ーラ加速度応答法による地盤剛性評価手
法の概要

振動ローラの加速度応答を利用した地盤剛性評価手法

の概要を以下に述べる.図‐21は,後述する路床材の転
圧試験により得られた振動ローラ加速度波形とその周波

数分析結果の一例である.図に示すように,転圧の進行
による地盤剛性の増加にともない,地盤からの反発を受
けることにより振動ローラの加速度波形が乱れ,その周

波数分析結果においては振動ローラの振動数以外に高調

波スペクトル Slク S2,S3,S4,...,あ るいは 1/2分教調波ス

0   30   60   90  120  150       0   30   60   90  120  150
振動猟
虫Ь 周波数分析結果  

振動釧 HD

図‐2.1 締固めにともなう振動ローラ加速度波形

(路床転圧試験における計測結果例)
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ペクトル SFク SがクSず ,Sr,… が卓越してくる。この性質を利

用し,振動ローラ加速度の定量指標 として,以下の「乱
れ率」を導入する。.

乱れ率
高調波 ,1/2分数調波スペクトルの総和

+1/2基本振動数のスペク トァレ

V('〃1+"2)=

ΣS′ +Σ tti

S]+Sa! [1]

V("1+胸 2)g

すなわち,乱れ率が大きいほど地盤が締固まっているこ
とを表す.さ らに,藤山・建山 つは,数値計算による検
討をもとに,乱れ率と振動ローラの機械諸元 (フ レーム

質量″:,ロ ーラ質量″2'振動数デO,起振力F,ロ ール
幅B)から地盤の変形係数を求める下式を導出している

+1 |√ 0)・″2乱れ率
４

一
３

1-032α + 1024α 2_164α +1

α l(流
)2  

□

一般に,振動ローラ加速度応答は地盤条件のみならず振
動ローラの機械条件によっても異なるため,乱れ率と地
盤剛性の関係を転圧機種ごとに求めておく必要があるが,

本手法はこの問題点を解決し,機械諸元を代入すること
によって任意の機種に対しても直ちに地盤変形係数を算

定可能であることが特徴である.

3.現場転圧試験による地盤剛性評価手法の適
用性検証

3.1現場転圧試験の概要
上述の地盤剛性評価手法は数値計算をもとに導出され

たものであり,実験的な検証が十分でない。そこで本節
では,路床材を含む実際の道路盛土材料を用いた現場転
圧試験を実施し,既往測定手法との比較から提案手法の
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表‐31 転圧試験概要

表‐3.2 振動回―ラ機械諸元

※W160Dの防振ゴル ミネ係数は推測値

日
い
寸
中

図‐3.1 路体転圧試験計測配置図

02::× 2層

図-3.2路床転圧試験計測配置図

妥当性を検証する。図…31に路体材,図-32に路床材に

対する現場転圧試験の計測ヤード図を,ま た表‐31に各

転圧試験の計測オ既要を示す。地盤剛性の測定手法として

は,平板載荷試験 (」IS A 1215)の他,転圧層の水平方

向の変形係数を測定する目的で横方向ロッド載荷試験,

平板載荷試験を補足する目的で測定が簡易な動的平板載

荷試験を実施した (路床材料は動的平板載荷試験のみ実

施).横方向ロンド載荷試験とは,地盤に平行に挿入し
た2本のロッド (根入深さ 20om)を横方向に載荷し,

そのときの荷重とロンド頂吉るの変位の関係から地盤変形

係数を求める手法であり⇒,ま た動的平板載荷試験とは,

質量 10kgの重錘を高さ とmか ら自由落下させ,直径
30cm円 形載荷板を介して地表面に衝車_壁的な荷重を加え,

その時の衝撃加速度の積分により推定した載荷板の最大

変位と載荷重の比より動的な変形係数島 を算出する試

験器である.いずれも反力設備が不要であるため,通常

の静的な平板載荷試験に比べ簡易に地盤剛性を測定可能

である。また,現行の道ル略路体・路床の施工管理が RI

による締固め度管理であることを考慮し,RI密度と乱れ

率の関係を調べ,密度評価手法としてのローラ加速度応

答法の適用性についても併せて検討する。

振動ローラの機械諸元を表-3.2に示す。また,各材料

ξ

表‐3.3 盛土材の物理特性

11415763きのスレーキング率 (,る〉

10480174最適含水比 wΦt(96)

200121001820最大乾燦密度 p dmot(‖ど/1,3)

1912864均等係数 Uo

757553最大粒径 Dmax(mm)

7445146自然含水比 (96)

266927062751土粒子密度 ps(Mg/mう

砂混しり礫
細粒分混しり

砂資礫
細粒分混じリ
砂質礫

分類名

路床材料路体材料B路体材料A

の物理特性を表-3,3に示す。路体材転圧試験は,第 2東

名岡部 トンネルエ区における路体材の代表的な 2材料

を選別し実施したものであり,材料 Aは近隣五区から搬

入される風化軟岩土砂,材料 Bは岡部 トンネル TBMの
掘削ズリである。ただし,TBMか らのズリ出しにおい
て,ベル トコンベアの洗浄および粉塵対策のため人為的

な力ll水が行われていたため,撒き出し時の材料 Bはかな

り湿潤し,地山の合水状態と大きく異なる状態にあつた。

また路床材転圧試験は第 2東名掛川 トンネルエ区にお

ける トンネルインバー ト坦戻 し材料のモデル施工試験

であり,転圧機種は起振力 30t級の大型振動ローラ,材

料は粒径 19mm以上の粗礫分が全体の 7割以上を占め
る比較的粒度の粗い材料 (均等係数 Uc=19)であった。

3.2現場転圧試験結果

(1)転圧回数と乱れ率,乾燥密度,地盤岡1性の関係
各材料に対する転圧回数と RI乾燥密度,乱れ率,既
往測定手法による地盤変形係数の関係をそれぞれ図…33,

図‐34,図 -3.5に示す (ヤー ド平均と最大値・最小値の

幅で示した),こ のうち,2各体材 Aおよび Bに着目する
と,材料 Aは転圧にともなって乾燥密度,乱れ率,地盤

変形係数とも順調に増加しているが (図‐3.3～ 3.5(a)),

園(率東源深さ20cm)

振動ローラ加速度

動的平板載荷試験

RI(線源深さ30om)

振重心ローラ加速度

動的平板載荷試験

平板載荷試験

機方向ロッド載荷試験

計測項目

16回16国転圧回数

20cm30cm締固め厚

酒井重工業SV160D新キャタヒ
°
ラ三菱CS563C転圧機種

路床転圧試験路体転圧試験

RI(lmと 'フ手) 平板載荷試験・動的平板載荷試験

折返し癖

路体材料B
ソーン

路体材濁A
ゾーン

RI(11■ビッチ) 平板載荷試験・動的平椋載荷試験

折返し帯

横方向nフ ド載荷試験・動的平
(数字は転圧回芸文l

折返し帯 振返し帯

■験

/単

横方向いフド載荷試験・動曲平板載荷
(数字は転圧回抑

215 1m)213 11n)B締固め幅

20X10C g員′in)254X10。 Oヾ′Inlた防振コ
・ム′、・ネ係数

28,3 (Hz)30 cttz)ち公称振動数

294  (kN)222  C(]｀ D′起振力

5,800(kg)3,720  (kg)ロール質量

4,ЮO 感g)2,310(kg)フレーム質量

17,400 (kの11,590 (kg)ルF総重量

SV160DCS563C振動ローラ形式

路床転圧試験路体転圧試験

ξ

ε

邑 島畠

畠自畠

協畠畠自自

P」島

畠
ヽ
　
Ｃ４

折返し帯出入□
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図…35 転圧回数～地盤変形係数の関係
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路体材 Bについては転圧回数に応じて乾燥密度が増加
するにもかかわらず,乱れ率および地盤変形係数はほと

んど増加しない,も しくは若千の低下傾向を示している

ことがわかる (図‐33～ 3.51b))。 これは,路体材 Bは
前述したようにズリ出し時に人為的な加水が行われた

ことにより非常に湿漕しており,最大粒径が75mmある
粗粒系の材料にもかかわらず飽和度が比較的高い状態

にあったため,密度増加にともなう飽和度の高まりに
よってサクションが消失すること,あ るいは振動ローラ

転圧による間隙水圧の上昇によって,転圧をするほどむ

しろ地盤剛性が低下するものと考えられる。そして,振
動ローラ加速度応答は地盤剛性に対応するから,乱れ率

も同様の傾向を示すものと考えられる。本材料は路体材

であるが,実際の路床施工においてもこのような高飽和

度材料が混入する可能性は否定できない。したがって,

特に,各床のような変形抵抗性が重要となる構造物では

現行の密度管理では不十分であり,地盤剛性の直接確認

が必須であること,また乱れ率による締固め管理が有効

転圧回数

(の 路床材

となる可能性があることが伺える。

一方,図‐3.3～ 35(c)の路床材転圧試験については,密

度,乱れ率が転圧に対して順調に増加するのに対し,動
的平板載荷試験による変形係数のみ若千の低下傾向を

示す結果となった。この理由としては,今回使用した路

床材が比較的乾燥し,かつ単粒系の粗粒材料であったた

め,30t級大型振動ローラで薄層 (20cm)転圧したこと

によって地表面付近はむしろ緩んでしまい,締固め層の

平均的な剛性は増加しているにもかかわらず,測定深さ

が小さく表層付近の局所的な岡J性に影響されやすい動

的平板載荷試験は,見かけ上評価剛性が低下したことが

考えられる (表層剛性低下のメカニズムは明確ではない

が,拘束圧の働かない条件下で地盤が振動による過大な

ひずみ履歴を受けることにより,決 して球形ではない土

粒子がある一定方向の西己列に揃ってしまうことによっ

て構造劣化が生じたものと予想される。)。 一般に反力

が不要な載荷力の小さい測定手法は,取扱いが簡易な反

面,表層の局所的な剛性に左右される傾向にあるため,
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図-3.6 舌とれ率と締固め度の関係

深部までを含む締固め層の平均的な剛性を評価できる

ローラ加速度応答法は,こ の意味でも施工管理手法とし

て優位であると言える。ただし,仮に大型振動ローラに

よる薄層転圧が表層剛性の低下を招いているとすれば

舗装にとつては好ましくない.この現象の真偽について

は今後検討が必要であろう.

(2)乱れ率による乾燥密度評価の適用性について

道路路床・昼各体を含め,現行の盛土締固め管理は一般

に密度によっている。本手法の密度評価手法としての道

用性もみるため,乱れ率と締固め度 Dcの関係を整理し

た結果を国‐3.6に示す (道路盛土の締国め管理基準に対

応させ,こ こでは乾燥密度を締固め度 Dcで表現した).
これをみると,路体材 Aや路床材では乱れ率と締固め度
Dcの関係は比較的良好な対応を示すものの,商者の関係

は明らかに材料によって異なっており,乱れ率から密度
を推定するには使用材料毎に乱れ率～締固め度 Dc関係

を濡意しなければならないことがわかる。したがつて,

フィルダムロックのように材料が選別され,かつ含水比

変動の影響が小さい盛上を除けば,同一現場内ですら多

様な材料が用いられる我が国の通常の盛上工事では,密

度管理の代替手法としての適用は困難であると言える。

一方,筆者らは土質条件をパラメトリックに変化させた

o路体材A
o路体材B

△路床材
Ｏ島

攀ご

Eaccc=Esta

室内ピント試験を別途実施しており,こ の結果乱れ率と

密度の関係は材料により異なるが,強度変形特性を表す
指標 (ヨーン貫入値や現場 CBR)と は材料によらず一意

釣な関係にあることを確認している 6)。 ょって,一般盛

土に対しては,あ らかじめ乱れ率と強度変形特性を表す

指標の関係を把握しておき,密度を介さずこれらを判定

する管理手法が考えられる。これに関する検討について

は別報①を参照されたい。

(3)ロ ーラ加速度応答法による地盤岡1性評価手法

の適用性検証

次に,筆者らの提案する地盤剛性評価手法の適用性を

検証する。計測した乱れ率,および表‐3.こ の各振動ロー

ラの機オ威諸元を式 [2]に代入して地盤の変形係数を推定

し,平板載荷試験,横方向ロンド載荷試験,動的平板載
荷試験により測定した地盤変形係数と比較した結果を,

各測定手法毎にそれぞれ図‐37に示す。平板載荷試験に
ついては過去に行つたフィルダムロック材に対する結果

も参考のため併記した (転圧機種 ;SV160D,撒 き出し

厚 ;150cm).な お,平板載荷試験は沈下量 1,25mmま
での荷重～沈下曲線の割線勾配により地盤反力係数【,。

を求め,弾性理論解を用いた次式で変形係数に換算して

得ている0(ポアツン比ν=0.33と 仮定した)。

f=【 a° X° 3xπ O―ン2)       こ3]
2

図‐3,7をみると,加速度による推定変形係数ど,鬱 と実測

変形係数の関係は決J定手法毎に異なるが,フ ィルダム

ロック材を含めた 5種類の材料および転圧機種 (20t級

と 30t級振動ローラ)にかかわらず,それぞれ一意的な

関係にまとめられていることがわかる (路床材における

動的平板載荷試験との対応が良くないが,これは前述し

たように動的平板載荷試験が表層剛性低下の影響を受け

たためと思われる).すなわち,密度と異なり,地盤剛
性に関しては材料によらず評価可能であること,ま た提

案手法を用いることによってこれが機種を変更しても定

量的に算定可能であることがわかる。

加速度による推定変形係数ど,む♂?と実測変形係数 (Fvぃ

βね,βⅢザ)の関係は,各測定手法毎にそれぞれ図中に示
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すように得られた。このうち,振動ローラ加速度応答よ

り推定される変形係数が,標準的な測定法である平板載

荷試験による測定値と結果的にほぼ 1:1の関係で示さ
れることは,実務上は便利と言えよう。また横方向ロッ
ド載荷試験については,既往報告 つによって平板載荷試

験の約 1/4と なる結果が得られているが,今回の結果
もそれに符合しており,ロ ーラ加速度応答による評価値

の 1/4倍 として転圧層の横方向変形係数が得られるこ
とになる。本手法による地盤剛性評価値によって路床や

基礎設計等を行う際は,これらの結果を利用することが

できる.

以上,実際の道路盛土材料を用いた現場転圧試験の結

果,路床の原位置地盤岡り性評価手法としての本手法の適

用性を確認することができた。

4.路床面剛性の不均―性評価と施工管理への
応用

4,1高速道路における路床剛性の不均一性評価
(1)測定概要

本節では,実際の高速道路における上部路床仕上がり

面において振動ローラ加速度を計測し,実路床面の乱れ

率の取得≧地盤剛性分布の評価を試みる。

計測した路床は,現在建設中の第 2東名高速道路にお

ける盛土区間であり,既に上部路床が完成した区間であ

る。なおここでの材料は,前節で示した転圧試験におけ

る路床材と同一ではない。振動ローラ加速度計測を行っ

たヤー ドの全体図を図-4.1に示す。測定長を道路延長方

向に 200m× 2レーン確保 し,振動ローラ (SV160D)
をそれぞれ 1往復走行 させてローラ加速度を連続計測

した。これから走行距離 5m毎に乱れ率を取得し (合計
80測点),地盤変形係数を評価した。

(2)路床面剛性の評価
推定された地盤変形係数の結果を,道路延長方向の分
布として図‐42に示す (右 レーンのみ示す).図 には前
進・後進時の両結果について示している。図‐4.2をみる

と,路床面の推定変形係数は必ずしも一定ではなく,か
なり不均一性があることがわかる。例えば前進時では ,

推定 E=28～ 671ⅢIN/m2)(平均値 40(MN/m2))と なって

おり,最大値と最小値では 2倍以上の差が生じている .

この変形係数のバラツキは,ロ ーラ加速度応答法自体の

測定精度に起因するバラツキも考えられるが,前進と後

進における推定変形係数の「凸凹」が良く対応しており,

再現性が高いことを考えると,こ の推定値のバラツキは

路床面が有する地盤剛性の不均一性を反映したものと判

断できる。従来,転圧面の剛性を連続的に評価できる手

法が存在しなかったため,同一の施工仕様で構築された

路床面がどの程度の不均一性を有するのかは不明であっ

たが,本計測によって初めて,実路床面の剛性の不均一

性が定量的に明らかにされた。

卜乱れ率ヒウクアッフ
°
(5mピッチ)

図-41 実路床 (第 2東名)の計測ヤー ド

「レーン ―B―ローラカΠ速度からの推定(往路―前進 )
‐‐◆ ―ローラカΠ速度からの推定(復路―後進 )
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図‐42 実路床の推定変形係数

4.2高速道路路床の供用年数評価と施工管理への

応用

現行の我が国における道路アスファル ト舗装では,一
般に島法と呼ばれる設計法が用いられている.これは,

路床強度 (CBR)と 交通条件 (供用年数に想定される走

行車両の輪荷重)から,アスファル ト舗装の構造設計に

必要な厚さ (舗装の相対的な強度を表す等値換算厚)を
次式により求める設計法である動.

[4]

TИ ;舗装各層を表層および基層用加熱アスファル ト

混合物で設計したときの必要厚さ(cm)

N;設計期間 (年 )における累積 5ト ン換算輪数 (輪

/1方向)
醗 R;路床の設計 CBR(り

本設計法に従 うと,同一の交通条件 を想定 した場合 ,

道路延長方向における路床土の CBRに 応 じて舗装厚 を
変化 させる必要があるが,短区間内で目まぐるしく舗装

構造が変わると不経済となるので,一般道路では最低
200m動 ,高 速道路ではインターチェンジ間 (お よそ
10km)は舗装構造を同一とすることを原則としている 91

そして,この区間内の設計 CBRは,安全側に当該区間
で得られる室内 CBRの最小値が採用される。しかし,
ローラ加速度応答法により実路床の変形係数分布を推定

した結果,図‐42に示すように短区間内でかなりの変動
が生じていることが明らかとなった。そこで,こ の結果

をふまえ,設計上の供用年数に対し,路床土剛性の不均
一性によって実際はどの程度の供用可能年数の変動が生

じるかを推測してみる。

供用可能年数の算出は以下のように考えた.設計 CBR
をα駅0,供用期間内に想定される累積 5ト ン換算輪数
ⅣO(回)によつて設計された舗装厚色に対し,実際の路床

島 =零
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図‐4,3 実路床の推定 CBR

CBRが 9訳 fであったとすると,許容できる換算輪数Ⅳ!

は式 [4]よ り以下のようになる.

島 =畔 =耕

∴∬=猛。
(器デ   岡

設計上の供用年数を 10年 とし,1年当たりの交通量が変

化しないものと仮定すれば,供用開始からヵ年目までの

累積 5ト ン換算輪数∬ (回)は供用年数に比例するから,

供用可能年数″は結局次のように表される。

,,ll)・

(制
=  

□

すなわち,設計 CBRと 実際の路床 CBRの比率に応じて
供用可能年数が決まる。

一方,図‐4.2に示す実路床の推定変形係数ど確の分布

を,名神高速道路建設時に路床土に対する現場平板載荷
試験と室内修正 CBRの調査結果から得られた関係 l①

(ヌB父 (°/o)=/0・虫 g々F/勁 2)=χ どぐ閉 /″2)M]

を参考に CBRに変換すると,図‐4.3の ように得られた。
晏各床 CBRは 18～43(%)と 評価される.ただし,上式 [7]
の変形係数は繰返し平板載荷試験における載荷 2回 目の

変位～沈下量関係の割線勾配から求めており,一方前節
でローラ加速度応答法による推定変形係数 Eα彼とと :1
の対応があるとした平板載荷試験の変形係数は繰返しを

伴わない載荷 1回 目の荷重～沈下曲線の勾配から得てい

るため,既往の繰返し平板載荷試験結果を参照し,ロ ー
ラ加速度応答法による推定変形係数】婢 を 25倍 して載
荷 2回 目相当の変形係数に補正した後,CBRに 変換を
行つている.

本区間の設計 CBRはまだ決定していないが,高速道
路で規定される設計 CBRの最大値αttO=20と し,図‐

43の α淑i分布をもとに供用可能年数を式 [6]か ら求
めると,図‐44を得た.こ の結果,設計 CBR=20(%)を
仮定した場合,設計供用年数 10年に対して,最小 8年
から最大 42年程度までかなり大きな年数のバラツキが
生じることがわかる。現行設計で採用される CBRの最
大値を用いたにもかかわらず,ほ とんどの区間で設計を
大幅に上回る供用年数を確保しており,こ の意味では本

ローラ走行距離(m)

図‐4,4 路床の供用可能年数の試算結果

実路床面の
同J性の幅

最高材料の
N～ E関係と仮定…a
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こよる
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N～ E関係と

実路床の
転圧回数と仮定

b

024681012141618

転圧回数 N(回 )

図‐4,5 路床材の転圧回数～変形係数関係

区間は十分な品質の路床が構築されていると評価できる

が,道路延長方向に対する供用可能年数の変動が激 しく,

供用後の維持管理の効率を考えると経済的とは言えない

これに対し,ローラ加速度応答法はリアルタイムに路
床品質を評価し,オペレータが所要値に合わせて転圧を
制御することが可能である。先に図‐4.2に示したように,

実際の路床は同一の転圧回数で施工を行ったにもかかわ

らず,E=28～ 671h/」N/m2)の 変形係数のばらつきが生 じ
た。これは,各場所で撤き出された材料の粒度や含水比
が異なったために,同 じ転圧エネルギーを加えても剛性
の発現の仕方が異なるためと解釈される。仮に,均一な
剛性に仕上げるためにはどのような転圧を行えば良かっ

たかを試算してみよう。前節の路床転圧試験では,転圧
回数と乱れ率による推定変形係数現他の関係 (ヤー ド平

均)が図‐45のように得られた (○プロット)。 そこで ,
転圧回数～変形係数βゅ 関係 (太実線)の双曲線形状を

利用し,最高位の材料から最低位の材料に応じて,路床
の転圧回数～ f確 関係が図中の曲線 a～bの幅で描かれ
ると仮定し,転圧回数 10回 における変形係数ど婢 が図―

42に示す各測点での変形係数に合 うよう,転圧回教～
』2綾 曲線をそれぞれフィンテイングさせ,路床平均ど彎
=4011卜′IN/m2)を クリアするための所要の転圧回数をそ

れぞれ推定すると,図-46の ように推測される。ただし,
場所によっては計算上非現実的に多くの転圧回数が必要

となるが,こ こでは所要転圧回数の上限を一律に 30回 と

した。これをみると,路床岡」性を一定にするために必要
な転圧回数は場所により大きく異なることがわかる (最
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図‐4,6 路床剛性一定とするための所要転圧回数の試算

小 4回～最大 30回以上)。 あまりに短い区間で転圧回

数を変化させると施工が煩雑になること,ま た非常に多

くの転圧回数を要する箇所に対しては,置き換えやセメ

ント改良などの別途処置 (特に高含水比の材料が混入し

た場合,図‐3.5(b)に見られた様に転圧回数を増やしても

剛性増力Eは期待できない)を考慮しなければならないが,

従来まで同一材料と見なして施工仕様を一律にしていた

範囲でも,本来はかなり転圧回数を変化させる必要があ

ることを示唆している。

以上のように,本手法を用いれば所要変形係数に合わ

せて路床を一定の品質に仕上げることができ,ま た仕上

がり後の路床剛性のデータを面的かつ大量に取得できる。

これによつて,よ り合理的な舗装構造設計が行えるとと

もに,舗装の維持・補修管理の効率化にも貢献すること

ができよう.特に近年,道路盛上では性能設計体系の導

入が検討されており,将来的には施工者自らが供用期間

内の道 P各機能を保証する責任施工体制の導入も予想され

る。この場合,施工完了後の不具合発生は事実上許され

ないため,施工段階において高品質な路床を造り込み,

かつ信頼性の高い手法で品質を把握して供用期間中の機

能を保証する必要がある。無論,舗装の供用性は路床剛

性のみで決まるものではなく,舗装体の品質,交通荷重

条件,環境条件など,様々な因子に影郷音されて非常に複

奈lとであり,供用性の経年変化を精度良く予測するための

解析手法の開発が別途待たれるが,少なくとも現行の密

度を主体とした離散 。事後確認による路床施工管理方法

では,来るべき性能設計体系に対応できないことは明白

であろう。このような状況に紺し,ロ ーラ加速度応答法

による剛性評価手法は,単に現場品質管理試験の省力化

にとどまらず,新 しい時代の要請に応え得る施工管理手

法となり得ることを強調しておきたい。

5,おわりに

本論文では, “面"と しての変形抵抗性の評価が重要

な道路2各床の締固め施工管理の合理化を目的に,ロ ーラ

加速度応答法による地盤剛性評価手法の適用性について

検討を行つた。得られた知見を以下にまとめる。

① 提案手法は酪床材を含む任意の材料および転圧機種
に対して地盤剛性を一意的に評価でき,路床の施工

管理手法として適用できる

② ローラ加速度による推定変形係数β弾 と実測変形係
数の関係は各測定手法により異なり,およそ Eゅ ≒

夙盟≒4どヵ≒-60・ logl一二〃90)の関係にある

③ 仕上がり後の高速道I各路床 (延長200m分)の変形

係数を推定した結果,E=28～671MN/m2)(cBR=

18～ 43(%))と 推定され,同一施工仕様で構築され

た路床でも実際は相当の不均一性が生じている

④ 現行設計法 (9訳―亀法)を もとに実路床の供用可
能年数を試算すると最小8年から最大42年 となり,

路床剛性の不均一性が非効率な舗装の維持補修をも

たらしている可能性がある

⑤ 剛性一定に路床を構築するためには,本来はかなり
フレキシブルに転圧回数を制御する必要がある

⑥ 施工段階にて路床を一定岡J性に造り込み,施工後品

質データを精度良く取得可能な提案手法は,将来の

責任施工体制に対応した有力な路床施工管理手法と

なり得る

本手法は,地盤支持力が要求品質となり,また現実的

に責任施工体制になりつつある宅地造成盛土に対しても

適用性が高いと考える。今後,検討を進めていきたい.
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